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基山町８つの強み



外国人の町内住民登録者数
Ｈ28.12末現在 Ｈ29.12末現在

国 籍 男 女 合 計 世 帯 数 男 女 合 計 世 帯 数

韓国 ７ ４ １１ ９ ７ ３ １０ ９

中国 １８ ８ ２６ ２５ ２４ １６ ４０ ３９

カナダ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ １

アメリカ ４ １ ５ ４ ３ １ ４ ３

フィリピン ６ ７ １３ ７ ６ ８ １４ ８

タイ ０ ４ ４ ４ １ ４ ５ ４

ジャマイカ １ ０ １ １ １ ０ １ １

インドネシア ０ ０ ０ ０ １ ０ １ １

ルーマニア ０ １ １ １ ０ １ １ １

メキシコ ０ １ １ １ ０ １ １ １

ロシア １ ０ １ １ １ ０ １ １

トルコ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ １

マレーシア ０ ０ ０ ０ ３ ０ ３ ３

ネパール ４ ０ ４ ４ ０ ０ ０ ０

シンガポール ０ １ １ １ ０ １ １ １

カンボジア ０ ０ ０ ０ ３ ０ ３ ３

ベトナム １１ ４１ ５３ ５３ １３ ５１ ６４ ６４

スリランカ ０ ０ ０ ０ ８ ０ ８ ８

台湾 ０ １ １ １ ０ ３ ３ ３

フランス ０ ０ ０ ０ ０ １ １ １

合 計 ５２ ６９ １２２ １１２ ７２ ９１ １６３ １５３

外国人比率 0.62 0.75 0.70 人口17,389 0.87 1.00 0.94 人口17,413



在留資格別住民登録者数 （Ｈ28.12末現在）

在留資格 人数

技能実習生 ９０

永住者 ２０

特別永住者 １０

定住者 ５

留学生 １３

その他 ２５

合 計 １６３

• 基山町では、在留外国人数がＨ27末で９５名からＨ29末で１６３名と増加しており、今後も企業への調査から増加傾向で推移するものと考えら

れる。

• 近隣市もＨ28末で、小郡市５９１名、筑紫野市５４９名、鳥栖市８０７名（Ｈ27末）となっている。近隣市を加えると２，０００名を超える外国人が住

んでいる。

• 今年度ニーズ調査を行った５社だけでも２５０名を超える外国人が町内に入ってきている実態が明らかとなった。



基山町多文化共生推進プラン（案）

• 1年目

「顔が見える」まちづくり

・外国人住民の実態調査：在日年数、職業、年齢など外国人の属性の把握、日本語学習のニーズ調査と分析

・日本人の意識調査：外国人住民に対する受け入れ意識、まちづくりに対する関心喚起

• 2年目

「共に生きる」まちづくり

・日本人町民と外国人町民とが交流を深める取り組みを実施：日本語学習ひろば（仮称）の開設

・多文化共生の担い手の育成

• 3年目

「共に創る」基山町

・基山町多文化共生推進プランの策定と事業推進

・町民による社会活動の推進：NPO等の組織体制の構築

誰もが住みやすく、活躍できる基山町を目指して

町民と企業と行政の「総働」でダイバーシティ戦略で誰もが取り組むまちづくりの推進

日本語教育の要素を
コーディネーターの助
言により盛り込む



平成29年度 基山町における多文化共生の取り組み概要
○今年度は、現状の把握と住民意識の高揚を図ることに取り組んだ。

『多文化共生のための実態調査』

主旨 多文化共生を進める基礎資料として、町内在住外国人の生活実態を知ることが大切で
あり、将来的な利用を考え、外国人向けは、属性、家族構成、教育、福祉・医療、納税、
雇用、消費、居住、子育てに至るまで、日本人や企業担当者へは多文化共生社会に対
する意識調査を目的にアンケート調査を実施する。

調査対象 町内在住外国人（１４４人 Ｈ29.7末時点）
町内在住日本人（約５００人）
町内企業（従業員１０人以上）

調査員 基山町地域日本語教育コーディネーター（９人）＋協働推進係（２人）

調査方法 町内在住外国人へは調査員（２人～３人）が直接訪問し、説明・回収町内在住日本人へは
区毎に２０人×１７区で３４０人、区長依頼し、回収、残りは、調査員が街頭や公共施設で依
頼し、回収町内企業へは協働推進係で直接訪問し、説明・回収する。

調査期間 平成２９年９月２１日（木）～１０月１３日（金）

集計作業 平成２９年１０月１８日（水）～ 事務局・調査員

分析作業 平成２９年１０月２５日（水）～ 事務局・調査員

回収状況 町内在住外国人 ４９人
町内在住日本人 ４１７人
町内企業担当者 ２６人

公表 広報きやま１２月１５日号で結果公表

※調査員（コーディネーター）が直接、外国人宅を訪問し、アンケートの
趣旨説明と回収まで行ったことにより、日本語能力等を直接知ることができ、つながりも作ることができた。

「シンポジウム開催」



日本語教室の開設に向けた準備・検討（会議の回数や参加人数等）

【状況】
総人口 ：17,361
外国人人口：144
主な在留資格：技能実習68

永住者17
特別永住者12
定住者11
留学生7

佐賀県 基山町データ

【アドバイザー】
尾﨑 明人（名古屋外国語大学）
堀 永乃（グローバル人財浜松）
吉田 聖子 （川崎市国際交流協会）

【コーディネーター】
貞松 明子（カスタネット）
中村 静佳（きいまん）
中野 佐智代（きいまん）
中島 敏子（きいまん）
久保 隆博（きいまん）
木村 司（基山町日中友好協会）

１ ニーズ調査：13（H) ２ 体制整備のための調整：19（H） ３ 人材育成のための調整：10（H)

１ 町の持つ資源・人材の活用に関する助言⇒魅力ある町づくり…外国人支援・多文化共生の推進
２ 町の概要・視察から，今後の活動についての助言(拠点場所，人材確保，日本語教室での実施内容)
３ 外国人交流，イベントに対しての助言⇒今後の展開，交流が拡がっていく展開方法
４ 外国人ニーズの調査についての助言
５ 日本語教室の進め方に対する…ボランティアの発掘，確保，教材となる資源について

○コーディネーターの主な活動

○アドバイザーによる主な活動



・基山町の現状把握はできたものの、今後の基山町における事業展開を考えていく上で、事業を主体的に動かすことの
できる人材の育成が必要。
・まちづくりとしての日本語教育をどのように企画・運営・実践していくのか、コーディネーターと情報を共有して進めてい
く必要がある。
・町民の意識啓発を更に推進し、多文化共生施策に位置付けた日本語教育を創る基盤を強める必要がある。

団体名

取 組 実 績

平成29年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

佐賀県
基山町

・地域日本語教育スタートアッププログラム
ミーティ
グ
・事業計画作成・提
出
・基山町での日本語教室設置検討に向けた
プロジェクトチームの人選と選任
★アドバイザー派遣★

・第１回アドバイザー会
議
・文化庁から派遣されるアドバイザーによる
町長への趣旨説
明
・今年度の取り組み概要の検討
★アドバイザー派遣★

・コーディネーター会議

・第２回アドバイザー会
議
・アンケート調査内容等の詳細な協
議
・多文化共生シンポジウムの内容等の詳細
な協
議
・コーディネーター及び庁舎内プロジェクト担
当者との会議
★アドバイザー派遣★

・在住外国人、日本人及び外国人雇用企業
担当者対するアンケート調査を実
施

・コーディネーター会議

団体名
取 組 実 績
平成29年度

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

佐賀県
基山町

・アンケート調査の収集・分析を行い、多文化
共生や日本語教室に対するニーズと課題把
握を行った

・第３回アドバイザー会
議
・多文化共生シンポジウムを開催し、多文化
共生社会の実現に向けた町民意識の喚起を
行っ
た
・コーディネーター及び庁舎内プロジェクト担
当者との会議
★アドバイザー派遣★

来年度の提案書作成

・第４回アドバイザー会議及びコーディネー
ター会
議
・今後のスタートアッププログラム
全体像の共有と役割確認
★アドバイザー派遣★

「先進地域での日本語教室」の視察及び意
見交換会
次年度事業計画作成のためのコーディネー
ター会議

次年度事業計画作成のためのコーディネー
ター会議
システムコーディネーター会議

○平成29年度取組実績

○平成30年度課題


